
 

 

 

 

 

 

熊本市東区（託麻地域）における経済動向調査及び分析結果 
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熊本市託麻商工会 



1. インバウンド消費の動向と高付加価値化 

訪日外国人の消費行動は、単なる観光・レジャーを超えた広がりを見せています。 

 

● 高単価な旅行目的の台頭: 1人1回あたりの旅行消費単価において、「治療・検診」

が約140万円、「留学」が約70万円と、一般的な観光・レジャーを大幅に上回ってい

ます。 

● 属性別の特徴: 年代別では30代の男女が最も消費単価が高く、同行者別では「自分

ひとり」で旅行する層の消費額が高いことが特徴的です。 

 



 

● 滞在日数と消費の相関: 滞在日数が「91日以上1年未満」の層の消費額が約85万円と

最も高く、長期滞在者が経済に与えるインパクトの大きさが示されています。 

 

 

● 費目別消費: 全体では「宿泊費」が最も多く約8.5万円ですが、買物代では「時計・

フィルムカメラ」や「宝石・貴金属」といった高額品の購入単価が高い傾向にあり

ます。 



2. 宿泊市場と地域特性（熊本県の事例） 

熊本県をモデルケースとした宿泊分析では、アジア圏からの強い需要と個人旅行へのシフ

トが見て取れます。 

 

● 居住国別の構成: 熊本県における外国人延べ宿泊者数は、1位が台湾（31.56%）、次

いで香港（22.92%）、韓国（20.29%）となっており、東アジア勢が全体の約4分の3

を占めています。 

 

 

 

 



● 参加形態の変化: 熊本市における宿泊者数の推移を見ると、コロナ禍以降の回復局

面において、「一人」での宿泊が大きな割合を占めて継続的に推移しており、旅行

形態の個人化が進んでいます。 

 

 

 

 



 

● 満足度と情報源: 訪日旅行の満足度は非常に高く、「日本食を食べる」ことへの期

待と満足度が最も高くなっています。また、旅行前・旅行中ともにSNSや動画サイ

ト、個人のブログが重要な情報源となっており、デジタルマーケティングの重要性

が示唆されています。 



 

 

 

 

 

 

 

※域内産業における傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１. 産業構造と将来的なリスク 

一方で、国内の事業所数や人口推計からは、長期的な経済規模の縮小リスクが懸念されま

す。 

 

● 事業所数の減少トレンド: 託麻地域の産業別推移では、「販売・卸」や「建設・工

事」「二次産業（製造・加工）」などの主要産業において、2011年以降、事業所数

が減少傾向にあります。 

 

● 産業構造の現状: 2024年時点では「建設・工事（19.01%）」や「その他サービス（1

8.65%）」が大きな割合を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

● 人口減少の加速: 将来人口メッシュ分析によれば、対象地域の人口は2025年の約6.3

万人から2070年には約5万人まで減少すると予測されています。人口の減少数（マイ

ナス幅）も年々拡大する見通しです。 


